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平成３０年８月２９日 

まちづくり委員会資料 

平成３０年第３回定例会提出予定議案の説明 

議案第１１４号 

川崎市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

 資料 川崎市営住宅条例の一部を改正する条例の概要 

 参考資料１ 川崎市営住宅条例の一部を改正する条例新旧対照表

 参考資料２ 市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等

の導入について 

まちづくり局 
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    川崎市営住宅条例の一部を改正する条例の概要 

１ 条例改正の主旨 

市営住宅における子育て世帯への支援、多様な世帯構成による団地内の自主的な管理

活動やコミュニティの活性化を図る必要があることから、将来的に自助努力により住宅

困窮事情が解消していくと考えられる子育て世帯について、入居機会を拡大するため、

子どもの義務教育が終了するまでの期間に限った定期借家制度を導入するため川崎市営

住宅条例の一部改正を行う。 

２ 定期借家制度の枠組み 

（１）子育て世帯向け募集区分の新設 

    現行の募集区分に加え、子育てに適する市営住宅において、未就学児童がいる世

帯を対象に、子育て世帯向けの募集区分を新設する。 

 （２）定期借家制度の概要 

    新設する子育て世帯向け募集区分について、期間を限って市営住宅の使用を許可

するもの。 

   ア 申込資格 

     市営住宅の入居資格を具備し、未就学児童と同居する世帯。 

   イ 入居期間 

     同居している子の義務教育が終了する年度末まで。 

３ 条例改正の主な内容 

（１）特に子育てに適すると市長が認める市営住宅について、市営住宅の申込資格を具備

し、同居親族に未就学児童がある者に、義務教育が終了するまでの期間を限って市営

住宅の使用を許可することができることとするもの。 

（２）（１）による許可は、その更新がなく、期間の満了によってその効力を失うことと

するもの。 

（３）使用期間が満了する日において、義務教育終了前の子がある場合、義務教育が終了

するまでの期間を限って使用期間を延長することができるものとするもの。 

（４）（１）による許可を受けた使用者は、期間が満了する日までに市営住宅を明け渡さ

なければならないこととするもの。 

（５）使用許可時の書面の交付による説明、使用期間の満了により当該定期使用許可が効

力を失う旨の通知等、必要な事項を定めるもの。 

４ 施行期日 

  公布の日から施行する。 

資 料 
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川崎市営住宅条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市営住宅条例 ○川崎市営住宅条例 

昭和37年９月28日条例第32号 昭和37年９月28日条例第32号

（定期使用許可） 

第33条の９ 市長は、第８条第１項各号に掲げる条件

を具備する者のうち、規則で定める日において同居

親族に６歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での者があるものに、市営住宅でその周辺地域の状

況その他の実情に照らし特に子育てに適すると認

めるものを使用させる場合には、１６年を超えない

範囲内において規則で定める期間を限って当該市

営住宅の使用を許可することができる。 

（新設） 

２ 前項の規定による許可（以下この条において「定

期使用許可」という。）は、その更新がなく、使用

期間（定期使用許可の期間をいい、第６項の規定に

より延長された使用期間を含む。以下この条におい

て同じ。）の満了によってその効力を失うものとす

る。 

３ 市長は、定期使用許可をしようとするときは、あ

らかじめ、市営住宅の使用者として決定された者に

対し、前項に定める事項について、その旨を記載し

た書面を交付して説明するものとする。 

４ 前項の規定による説明を受けた者は、第１２条第

１項又は第２項に規定する期間内に、これらの規定

の手続のほか、当該説明を受けた旨を証する書類の

提出をしなければならない。 

５ 市長は、定期使用許可をした場合には、使用期間

が満了する日の１年前から６月前までの間に、使用

者に対し使用期間の満了により当該定期使用許可

が効力を失う旨を通知するものとする。 

６ 市長は、使用期間が満了する日において、使用者

が、１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の者と第２２条第１号の規定により許可を受けて

同居している場合には、当該使用者の申出により、

１６年を超えない範囲内において規則で定める期

間を限って使用期間を延長することができる。 

７ 定期使用許可を受けた使用者は、使用期間が満了

する日までに当該市営住宅を明け渡さなければな

らない。 

８ 定期使用許可を受けた使用者については、第６条

第７号及び第８号の規定は、適用しない。 

参考資料１
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改正後 改正前 

９ 第３項及び第４項の規定は、第６項の規定により

使用期間を延長する場合について準用する。 
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市営住宅における子育て世帯区分の新設及び定期借家制度等の導入について

１（２） 公営住宅における定期借家制度についての見解 

４ 平成２９年度及び第２期実施期間のスケジュール 

参考資料２ 

（１）背景・課題 

● 住宅基本計画・第４次市営住宅等ストック総合活用計画（平成２９年３月改定）におい

て、子育て世帯や市営住宅に関する背景・課題として、次のように整理 

・ 子育て世帯の不安感や負担感を軽減することが求められている。 

・ 全ての子どもが安心して健やかに成長できる住まい・住環境づくりが求められている。

・ 市営住宅の団地内活動の維持やコミュニティの形成に向け、子育て世帯等の入居機会

の拡大を図るなど多様な世帯構成につながる入居施策の促進が求められている。 

 ※ 平成１７年８月に国土交通省告示により、将来的に自助努力により住宅困窮事情が解

消していくと考えられる子育て世帯を一定期間入居させる場合などのように、期間満了

後の入居者の居住の安定確保にも十分配慮した上で、定期借家制度の活用を図るものと

すると示されている。 

 ※ 市営住宅における６５歳以上の入居者の割合 ４９．５％（平成２９年４月１日時点）

（２） 市営住宅の子育て世帯等に向けたこれまでの支援制度

 ● 若年世帯向け募集枠の新設

平成１７年８月に川崎市住宅政策審議会から頂いた、「高齢化の進展により自治会活動

が低下していることから自治会活動の担い手確保等のため若年世帯の入居促進を図るべ

き」という意見を踏まえ、若年世帯向け募集区分を設置（平成２３年１２月～）。 

※応募資格：申込者を含めた同居親族全員が４０才未満の世帯であること。 

● 優遇倍率制度の実施

社会情勢に照らして、特に居住の安定確保が必要な者として優先入居の取扱いを行うこ

とが適当とされている、母子世帯、父子世帯、多子世帯に加え、平成２４年１０月から未

就学児童がいる世帯について、一般世帯向け住宅の応募に際し、当選確率が高まるように

優遇倍率制度を実施。

● 収入の基準の緩和

子育て世帯の入居機会の拡大ため、同居者の中に義務教育終了前の子がいる場合の申し

込み可能な世帯収入額の引き上げを実施（平成２５年５月～）。 

子育て世帯への支援、団地内の自主的な管理活動やコミュニティの活性化に向けて、子育

て世帯向けの募集区分を新設するとともに、子育て世帯の入居機会拡大等を図るため、この

募集区分に定期借家制度を導入する。 

３ 定期借家制度の枠組み １ 現状と課題

（１）募集区分の新設 

現行の募集区分に加え、子育て世帯向けの 

募集区分を新設し、若い世代（若年世帯向 

けと子育て世帯向け）向けの募集戸数を現 

状より増加させる。 

（２）定期借家制度の概要 

① 申込資格

市営住宅の入居資格を具備し、未就学児童と同居する世帯とする。

 ※子育て世帯のうち、特に未就学児など小さな子どもがいる世帯の場合、民間賃貸住宅におい

て敬遠されがちなことから未就学児が同居する世帯を支援する。 

② 募集住戸

当面、毎年２０戸程度の見込

※バリアフリーの観点や住宅の立地条件など、子育て環境を総合的に判断し、募集対象住戸 

を選定する。 

③ 入居期間 

同居している子の義務教育が終了する年度末までとする。 

④ 期間満了時の対応

市営住宅の収入基準を充たす等の住宅困窮者で、通常の市営住宅への入居を希望する者につい

ては、期間満了前における申込みを認める等、居住の安定確保に配慮する。 

⑤ 実施時期 

平成３０年１２月募集開始、平成３１年３月入居開始（以後、定時募集に合わせて実施） 

（３）成果・検証

本制度による入居世帯へのアンケート等を実施して、制度導入後の成果について検証を実施。 

２ 定期借家制度導入の基本的な考え方 

【募集区分の新設（イメージ）】


